
貸 借 対 照 表
（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

(資産の部) 千円 (負債の部) 千円

Ⅰ流動資産 Ⅰ流動負債 

現金及び預金 21,586 買掛金 554,742

受取手形 14,212 未払金 134,715

売掛金 867,138 未払費用 74,195

商品 220,509 未払法人税等 15,698

前払費用 6,911 前受金 37,663

繰延税金資産 31,875 預り金 3,425

短期貸付金 538,787 賞与引当金 54,224

未収入金 25,403 役員賞与引当金 9,942

その他 1,921 その他 2,210

貸倒引当金 △2,652 流動負債合計 886,818

流動資産合計 1,725,694 Ⅱ固定負債 

Ⅱ固定資産 資産除去債務 44,758

1 有形固定資産 その他 10,560

建物 6,296 固定負債合計 55,318

構築物 944 負債合計 942,136

レンタル機械 132,171 (純資産の部) 

工具器具備品 7,492 Ⅰ株主資本 

建設仮勘定 28,504 1 資本金 30,000

有形固定資産合計 175,409 2 資本剰余金 

2 無形固定資産 資本準備金 262,561

施設利用権 5,952 資本剰余金合計 262,561

無形固定資産合計 5,952 3 利益剰余金 

3 投資その他の資産 （1）利益準備金 7,500

投資有価証券 8,880 （2）その他利益剰余金 

破産債権等 77 別途積立金 695,000

長期前払費用 192 繰越利益剰余金 212,937

前払年金費用 41,988 利益剰余金合計 915,437

繰延税金資産 35,069 4 自己株式 △120,128

差入保証金 33,316 株主資本合計 1,087,871

その他 8,000 Ⅱ評価・換算差額等 

貸倒引当金 △3,377 その他有価証券評価差額金 1,196

投資その他の資産合計 124,147 評価・換算差額等合計 1,196

固定資産合計 305,510

純資産合計 1,089,068

資産合計 2,031,204 負債及び純資産合計 2,031,204

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



個 別 注 記 表

1.重要な会計方針 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）により評価しております。 

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）により評価しております。 

（3）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定額法によっております。 

②無形固定資産 

      定額法によっております。 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年以内）に基

づく定額法によっております。 

（4）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

②賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出にあてるため、当事業年度における支給見込額に基

づき、当事業年度に見合う金額を計上しております。 

③役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出にあてるため、当事業年度における支給見込額に基づ

き、当事業年度に見合う金額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

会計基準変更時差異（発生額 173,447 千円）は、15 年による定額法により費用処理して

おります。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

ただし、当期末においては、前払年金費用が発生しているため、退職給付引当金を計上し

ておりません。 

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

①リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取



引のうち、リース取引開始日が新リース会計基準適用開始前の取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

②消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

2.会計方針の変更に関する注記 

従来、当社は一部の有形固定資産の減価償却方法について、定率法を採用しておりましたが、

当事業年度より定額法に変更しております。  

当社の親会社である富士ゼロックス株式会社が、近年の設備の利用および投資の安定化を鑑

み、当事業年度より減価償却方法を定率法から定額法に変更するため、親会社との会計方針統

一の観点から有形固定資産の減価償却方法を見直した結果、当社における設備の利用および投

資の状況について親会社と同様であると見込まれることから、定額法を採用したほうが収益と

費用の対応関係がより適切であり、当社の経営実態をより適切に反映させることができると判

断したものです。 

この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

3.当期純利益金額 159,523 千円  


